





















理由に免訴とされた明石歩道橋事件（神戸地判『朝日新聞』2013 年 2 月 20
日付夕刊による）もあった（なお、2013 年 2 月 8 日、徳島地裁が強制起訴
の事件につき初めて有罪判決を言い渡した〔『朝日新聞』2013 年 2 月 9 日付
朝刊による〕）こともあって、刑事司法への市民参加の意義を巡る議論が再























































については、わが国にも裁判権（刑事訴訟法 338 条 1 号参照）はある。ただ
し、1960 年のいわゆる日米地位協定（昭 35 年条約 7号）17 条（以下、地位
協定 17 条の如く略記する）に基づき日本国の裁判権の行使が制約され、米
軍当局に第一次裁判権があるとされているものがあるので、この制約に違反






4 月 4 日付朝刊による）。「公務中」とした米軍の判断について、タイムカー
ドのコピーや同軍属男性の上司らの話を聞いて確認した⒁というのが、那覇
地検の捜査担当検事の説明であり（『沖縄タイムス』2011 年 4 月 16 日付朝
刊による）、このような経過を経て那覇地検沖縄支部は同年 3月 24 日に正式
刑事司法への市民参加の意義（福井） 5
に不起訴処分⒂を行ったのである（『沖縄タイムス』2011 年 5 月 29 日付朝刊、





地位協定 17 条の前身は、サンフランシスコ講和条約（昭 27 年条約 5号）
と同時に発効したいわゆる日米行政協定 17 条（以下、単に行政協定 17 条の









てNATO協定並みに改定する旨の規定が行政協定 17 条 1 項として定めら




































事故でそのような事例はないと言われている（『沖縄タイムス』2011 年 5 月
29 日付朝刊による）。
先に述べたように、サンフランシスコ講和条約（昭 27 年条約 5号）と同



































































































































2011 年 11 月 25 日同軍属を自動車運転過失致死罪で在宅起訴するところと
なり（『沖縄タイムス』2011 年 11 月 26 日付朝刊による）、その後、2012 年
2 月 22 日、那覇地裁は禁錮 1年 6月の実刑判決を言い渡したのである（『琉


































































































































































































⑴ そのうち 1件は小沢一郎・民主党元代表の政治資金規正法違反事件であり、他の 1件
はⅣで触れる那覇地裁の詐欺事件である。





83 巻 4 号（2011 年）2頁。なお、論者は「法制度のもつ法的合理性を『常識』という
捉えどころのない観念によって相対化することは、人権保障にとって有害である場合
が多い。」（今関源成「司法制度改革における『法の支配』と『国民の司法参加』」現
代思想 36 巻 13 号〔2008 年〕80 頁）、とも述べている



















⑾ 松尾浩也監修『条解刑事訴訟法〔第 4版〕』（弘文堂、2009 年〕952 頁参照。
⑿ 日米両政府は 1956 年の日米合同委員会で通勤を「公務」に含むことで合意している
（『沖縄タイムス』2011 年 4 月 4 日付朝刊による）。ただし、「公の催事」の後に飲酒運
転しても公務中として扱うということについては、2011 年 12 月の日米合同委員会で
見直しに合意し、削除されている（「吉田敏浩 /井上哲士〔対談〕オスプレイ、米軍
基地被害・米兵犯罪、密約―いま安保条約を問う」前衛 2013 年 6 月号 186 頁〔井上〕
参照）。











縄タイムス』2011 年 11 月 21 日付朝刊による）。
⒁ この点につき、地位協定研究会編・前掲書『日米地位協定逐条批判』156-157 頁参照。
⒂ ちなみに、法務省の資料によれば、2006 年 9 月～ 2010 年 12 月の軍属の「公務中」の
犯罪 62 件について刑事訴追された例は皆無であり、そのうち懲戒処分が 35 件、処分
なしが 27 件であり（『東京新聞』2011 年 11 月 25 日付朝刊による）、本件でも当の軍
属は米軍により運転免許停止 5年の懲戒処分を受けただけであった（『沖縄タイムス』
2011 年 11 月 26 日付朝刊による）。ちなみに、62 件の内訳は、自動車運転過失致死罪
刑事司法への市民参加の意義（福井） 21
が 1 件、自動車運転過失傷害罪が 41 件、業務上過失傷害罪が 16 件、道路交通法違反
が 4件となっている（井上哲史「日米地位協定の抜本改定を」前衛 2012 年 2 月号 139
頁参照）。一般に、米側に裁判権がある場合の起訴率は異常に低いことが指摘されて
いる（地位協定研究会編・前掲書『日米地位協定逐条批判』153 頁参照）。なお、民科








条約・地位協定を根源から問う」前衛 2008 年 8 月号 129 頁参照）。
⒇ 布施祐仁『日米密約　裁かれない米兵犯罪』（岩波書店、2010 年）7頁以下による。





22 「いとも簡単に」という表現は決して誇張ではない。たとえば、2005 年 8 月 13 日夜間
中央自動車道で発生した交通死亡事故に関する検察官の常軌を逸した訴追エネルギー




23 吉田敏浩『密約　日米地位協定と米兵犯罪』（毎日新聞社、2010 年）42 頁参照。








法学志林 95 巻 3 号 151 頁注（3）参照）。ちなみに、前橋地裁は、同年 11 月 19 日、
検察官の懲役 5年（傷害致死）の求刑に対して懲役 3年（執行猶予 4年）の判決をジ
ラードに言い渡し、最高検察庁は 12 月 3 日、控訴しないことを決定、ジラードは 3
日後の 12 月 6 日、妻とともにアメリカに帰国している（以上、末浪靖司「日本の裁





学の試み（法政策研究第 13 集）』（信山社、2012 年）27 頁。
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基準を巡る合衆国の議論を中心に―」大阪経済大学法学論集 70 号〔2011 年〕179 頁
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32 上口裕『刑事訴訟法〔第 3版〕』（成文堂、2012 年）408 頁。














判権行使の要請を十分考慮する、というものである（『毎日新聞』2011 年 11 月 25 日
付朝刊による）。
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考察』279 頁注 4. による。
49 ジョンソン /大久保光也訳・前掲書『アメリカ人の見た日本の検察制度　日米の比較
考察』246 頁以下参照。




51 木谷明「強すぎる検察（検察官司法）と裁判員制度」法政法科大学院紀要 8巻 1号（2012
年）29-68 参照。
52 五十嵐二葉「検察審査会をどうするか」法と民主主義 468 号（2012 年）50 頁。
53 『東京新聞』2010 年 12 月 27 日付朝刊による。
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